
  

 

やまなし子育て応援事業対応システム改修事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 やまなし子育て応援事業対応システム改修事業費補助金（以下「補助金」と

いう。）の交付については、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５

号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、やまなし子育て応援事業（第２子以降３歳未満児の保育料を

無料化する事業。）の円滑な実施を目的とし、市町村が本事業を行うために必要とな

るシステム改修経費について、予算の範囲内で補助する。 

 

（交付対象） 

第３条 この補助金は、前条の目的を達成するために市町村が実施する事業に対して

交付する。 

 

（交付額の算定方法） 

第４条 この補助金は、別表に定める対象経費から寄付金その他の収入額を控除した

額に２分の１を乗じて得た額を交付する。ただし、算出された合計額に千円未満の

端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする市町村長は、やまなし子育て応援事業対応シ

ステム改修事業費補助金交付申請書（第１号様式）に関係書類を添えて、別に定め

る日までに知事に提出しなければならない。 

 

（変更交付申請） 

第６条 市町村長は、補助金の交付決定後の事情の変更により、所要額に増減を生じ、

申請の内容を変更して追加等の交付申請を行う場合には、やまなし子育て応援事

業対応システム改修事業費補助金変更交付申請書（第２号様式）に関係書類を添

えて、別に定める日までに知事に提出しなければならない。ただし、補助事業の

目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更であって、交付決定を受け

た補助金の額の増額を伴わない場合は、この限りではない。 

 

（交付決定） 

第７条 知事は、第５条の規定により提出された申請書の内容を審査し、補助金の交

付を適当と認めたときは、やまなし子育て応援事業対応システム改修事業費補助金

交付決定通知書（第３号様式）、決定の変更を行った場合は、やまなし子育て応援事

業対応システム改修事業費補助金変更交付決定通知書（第４号様式）により、決定



  

内容及びこれに付された条件を市町村長に対して速やかに通知するものとする。 

 

（交付の条件） 

第８条  補助金交付の条件は、次に掲げるとおりとする。 

（１）補助事業を中止し、又は廃止する場合には、変更(中止・廃止)承認申請書（第

５号様式）を提出し、知事の承認を受けること。 

（２）補助金の交付を受けた市町村は、補助事業により取得し、又は効用の増加した

財産（以下「取得財産等」という。）については、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間（以下「財産処分制限期

間」という。）を経過するまでは、知事の承認を受けないで、取得財産等を補助金

の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しては

ならない。 

 

（概算払） 

第９条 補助金は、事業等完了後の実績に基づき交付することを原則とするが、知事

は、市町村における事業等の実施に必要があると認める場合には、予算の範囲内で、

市町村長に対して概算払により交付することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、概算払請求書

（第６号様式）を知事に提出しなければならない。 

  

（実績報告） 

第１０条 市町村長は、当該事業完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から起算し

て１箇月を経過した日又は交付決定をした年度の翌年度の４月１０日のいずれか早

い期日までに、やまなし子育て応援事業対応システム改修事業費補助金実績報告書

（第７号様式）に関係書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 

（額の確定） 

第１１条 知事は、前条の規定による実績報告書の提出があった場合には、補助金の

額を確定し、やまなし子育て応援事業対応システム改修事業費補助金交付額確定通

知書（第８号様式）により市町村長に通知をするものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１２条 知事は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、市町村長に対して、期限を定めてその超える

部分について県に返還することを命ずるものとする。 

２ 知事は、第８条（２）の承認をしようとする場合において、原則として交付した

補助金のうち取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、又は担保に供した時から財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当

する分を返還させるものとする。 

 



  

（書類の保管） 

第１３条 市町村は、補助金に係る収支の状況を明らかにした帳簿及び証拠書類を整

備し、かつ、事業完了年度の翌年度から起算して５年間、整備保管しておかなけれ

ばならない。 

  

 附 則 

１ この要綱は、平成２８年７月２５日から施行し、平成２８年４月１日から適用す

る。 

２ この要綱は、平成２９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に

基づき交付決定された補助金については、この要綱の失効後も、なおその効力を有

する。 

 

別表（第４条関係） 

対象経費 補助率 

 やまなし子育て応援事業の実施に伴うシステム改修に要する

経費。 

ただし、国が行う「平成２８年度における幼児教育の段階的

無償化」実施に伴うシステム改修に要する経費（平成２７年度

子どものための教育・保育事業費補助金交付要綱（平成２８年

３月１０日府子発第９５号）及び平成２８年度子どものための

教育・保育事業費補助金交付要綱（平成２８年６月１０日府子

発第３８４号）における補助対象経費）は、対象外とする。 
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